
Ａ. 研究目的

昭和 63 年度から関東・甲越地区にて行っているス

モン患者の検診を継続し､ 令和元年度の関東・甲越地

区におけるスモン患者の現況を明らかにする｡

Ｂ. 研究方法

関東・甲越地区のスモン患者のうち､ 1 都 3 県の在

住者には主にチームリーダーが検診案内を郵送し､ そ

れ他 5県は主に検診担当者が連絡した｡ 検診後に送付

された ｢スモン現状調査個人票｣ とスモン医療システ

ム委員会からの集計資料をもとに､ 同意の得られたス

モン検診患者の現況を分析した｡

(倫理面への配慮)

本研究は､ 受診者本人自身からそのデータの研究資

料として用いることについて､ 受診時に文書で同意を

得て､ 同意がない場合にはデータから削除した｡ なお､

データは､ 匿名化して個人を同定できないようにして

集積し､ データ解析を実施した｡

Ｃ. 研究結果

1 . 受診者数

同意の得られた受診者数は 82 名 (平均年齢 80.7 歳､
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研究要旨

令和元年度の関東・甲越地区の現況を明らかにした｡ 受診者数は 82 名 (平均年齢 80.7 歳､

男性 29 名､ 女性 53 名) で､ 昨年から 6 名減少し､ 昨年同様 75 歳以上が 75％を占めた｡ 受

療状況は在宅で外来受診が 8割弱を占めたが､ 歩行不能が増加し､ 寝たきりや座位生活のた

めに長期入院の割合が著増した｡ 骨折､ 脊椎疾患､ 四肢関節疾患の整形外科受療も高く､ 高

齢化を背景にした ADL 低下が示された｡ 主たる介護者は､ 配偶者､ 子供や兄弟､ ヘルパー

など家族以外が､ それぞれ 3 分の 1 ずつであったが､ 患者の 34.1％は一人暮らしであった｡

身障手帳保有率は約 9割､ 介護保険申請も 5割以上あり､ ここ 10 年間の介護保険によるサー

ビスの利用頻度は大きく増加しており､ 高齢化や独居における介護体制の維持も重要である｡



男性 29 名､ 女性 53 名)｡ 受診者総数の継時的推移を

図 1に示す｡ 受診者総数は 16 年度の 183 名から年度

ごとに減少し､ 昨年に比べて 6名減少した｡ 新規受診

者はなかった｡ 地域別では､ 茨城県 7名､ 栃木県 2名､

群馬県 4 名､ 埼玉県 6 名､ 千葉県 8 名､ 東京都 16 名､

神奈川県 15 名､ 新潟県 18 名､ 山梨県 6名であった｡

2 . 受診者の年齢

平均年齢は 80.7 歳と昨年の 79.9 歳より 0.8 歳高かっ

た｡ 年齢構成は 50～64 歳 4.9％､ 65～74 歳 20.7％､ 75

～84 歳 40.2％､ 85 歳以上が 34.1％であり､ 年々高齢

層が増加し､ 令和元年度は全員 50 歳以上で､ 昨年と

同様に 75 歳以上が 75％を占めた｡ 平成 16 年からの各

年齢層の割合の推移を図 2に示す｡

3 . 療養状況および介護

療養状況および介護について図 3に示す｡ 在宅 78.1

％､ 時々入院が 7.3％､ 長期入院 (入所) は 14.6％と

高齢化に伴い長期入院の割合が昨年の倍と大きく増加

していた｡ 受診者の 65.1％が毎日または時々介護を必

要とし､ 介護者不在も 2.5％でみられ､ 問題点として

あげられた｡ 主な介護者は配偶者 35％､ 子供や兄弟

31.6％､ ヘルパーなどその他 33.4％であった｡ また受

診者の 34.1％は一人暮らしであった｡

4 . 主な症状

視力障害と異常感覚の内訳を図 4に示す｡ 視力がほ

とんど正常は 17.7％と低く､ 指数弁以下が 7.6％でみ

られた｡ 異常感覚は中等度以上が 72.7％と昨年と同等

で､ 痛みは 24.7％に伴っていた｡
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図 1 受診者総数の推移
図 3 療養状況・介護の有無

受療状況 介護の有無

視力 異常感覚

昨年度と同等

図 4 主な症状：視力障害と異常感覚
図 2 受診者数の年齢層割合の推移

歩行障害 最近 1年間の転倒

図 5 主な症状：歩行障害と最近 1年間の転倒



歩行障害の内訳を図 5に示す｡ 歩行は介助不要の独

歩が 34.5％と昨年よりも低下し､ 歩行不能は 20.9％と

6.1％増加し､ 高齢化を背景に症状の増悪を示した｡

最近 1年間の転倒の既往は 42.6％と昨年同等に高かく､

8 割弱の患者で転倒歴があった｡

5 . 併発症

併発症について図 6に示す｡ 白内障 62.2％と多く､

高血圧症も 56.1％と多かった｡ また､ 整形外科的疾患

である骨折 20.7％､ 脊椎疾患 46.3％､ 四肢関節疾患が

34.1％と多かった｡

6 . 日常生活動作 (ADL) および Barthel index

ADL および Barthel index の結果を図 7に示す｡ 寝

たきり 13.4％､ 座位生活 28.0％と高齢化に伴い昨年よ

りも高率であり､ 時々外出以上は 51.2％と低下してい

た｡ Barthel index 95 点以上と機能良好例は 34.0％と

横ばいであった｡

7 . 生活の満足度および保健・医療・福祉・サービス

の利用

生活の満足度および保健・医療・福祉・サービスの

利用の結果を図 8に示す｡ 生活の満足度において､ 不

満・どちらかというと不満の合計の頻度は 30％を示

し､ 3 割の受診者が生活に不満を有していた｡ 一方､

保健・医療・福祉・サービスの利用では､ 身障手帳の

保有率は 89％と高く､ 健康管理手当・難病見舞金・

ハリ灸公費負担も 82～42％とそれなりの頻度で受け

ており､ 介護保険申請も 56％と半数を超えていた｡

図 9に示すように､ 介護保険によるサービス利用状況

では､ 訪問看護と訪問リハビリテーションの増加幅が

大きく､ 通所介護と通所リハビリテーションの増加が

続いている｡ 居宅介護支援や複視腰部貸与も増えてお

り､ 高齢化とともに在宅での介護支援サービスの利用

が増加していることがうかがえた｡
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図 6 併発症

ADL Barthel index

図 7 ADLおよび Barthel index

生活の満足度 ｢利用・利用歴あり｣ の頻度

図 8 生活満足度および保健・医療・福祉・サービスの利用

図 9 介護支援サービスの内訳



Ｄ. 考察

昭和 63 年度からの検診を継続し､ 令和元年度の関

東・甲越地区における患者の現況を明らかにした｡ 受

診総数は 82 名 (平均年齢 80.7 歳､ 男性 29 名､ 女性 53

名) で､ 受診者の高齢化を反映して平成 16 年度以後

徐々に減少し､ 昨年と比較して 6 名減少した｡ 75 歳

以上が 75％を占め､ 患者の高齢化が一段と進んでい

た｡ 現況として､ 在宅 78.0％と外来受診をしている患

者が多かったが､ 長期入院 (入所) は 14.6％と高齢化

に伴い長期入院の割合が昨年の倍と大きく増加してい

た｡ 受診者の 65.1％が毎日または時々介護を必要とし､

介護者不在も 2.5％でみられ､ 問題点と考えられた｡

症状では視力障害､ 異常感覚､ 歩行障害が多いが､ 歩

行障害に関して､ 介助不要の独歩が 34.5％と昨年より

も低下し､ 歩行不能は 20.9％と 6.1％増加し､ 高齢化

を背景に症状の増悪を示した｡ また､ 骨折 (20.7％)､

脊椎疾患 (46.3％)､ 四肢関節疾患 (34.1％) など整形

外科疾患の併発が多く､ 最近 1 年間の転倒の既往が

42.6％と昨年と同様で高いこともあり､ 転倒予防も今

後の課題と考えた｡

生活の満足度では受診者の約 3割で不満をみとめた｡

身障手帳保有率は約 9割と高く､ また介護保険の申請

も 5割以上であった｡ 介護保険によるサービスの利用

状況では､ ここ 10 年間全般的に利用頻度が大きく増

加していたが､ 訪問看護と訪問リハビリテーションの

増加幅が大きく､ 高齢化とともに在宅での介護支援サー

ビスの利用が増加していることがうかがえた｡ 当班で

実施してきた支援内容の周知についての広報活動がそ

のサービス受療の向上に寄与してきたと考えられるが､

患者の 34.1％は一人暮らしであり､ 高齢化や独居にお

ける介護体制の維持も引き続き必要である｡

Ｅ. 結論

令和元年度の関東・甲越地区の現況を明らかにした｡

受診数は昨年から 6 名減少し､ 75 歳以上が 75％を占

めた｡ 受療状況は在宅で外来受診が 8割弱を占めたが､

歩行不能が増加し､ 寝たきりや座位生活のために長期

入院の割合が著増した｡ 骨折､ 脊椎疾患､ 四肢関節疾

患の整形外科受療も高く､ 高齢化を背景にした ADL

低下が示された｡ 主たる介護者は､ 配偶者､ 子供や兄

弟､ ヘルパーなど家族以外が､ それぞれ 3分の 1ずつ

であったが､ 患者の 34.1％は一人暮らしであり､ 高齢

化や独居における介護体制の維持も今後の課題と考え

られた｡
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